
認 定 申 請 書

令和○○年○○月○○日

沖縄県公安委員会 殿

申請者

所 在 地 ○ ○ ○ ○ ○ ○

名称又は商号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

代 表 者 氏 名 ○ ○ ○ ○ 印

電 話 番 号 ○ ○ ○ ○

道路交通法第108条の２第３項及び道路交通法施行規則第38条の３の規定により、運転免許

関係講習（○○○講習、○○○講習、○○○講習 ）について、公安委員

会が委託業務を行うのに必要かつ適切な組織及び能力を有すると認める一般社団法人又は一

般財団法人その他の者として申請します。

なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

※ 添付書類

１ 一般社団法人又は一般財団法人の場合

⑴ 定款若しくは寄附行為又はこれに準ずる書類

⑵ 登記事項証明書

⑶ 役員等の氏名及び住所を記載した名簿

⑷ 役員等全員に係る次の書類

ア 住民票の写し（住民基本台帳法（昭和42年法律第81号。以下「住基法」という。）

第７条第５号に規定する戸籍（日本国籍以外の者は国籍等）が記載されているも

のに限る。）

イ 診断書（アルコール中毒、薬物中毒でない旨のもの）

⑸ 委託業務従事者名簿（委託業務に従事する者の履歴書及び資格要件を証明する書面）

⑹ 誓約書（法第51条の８第３項第２号イからホに該当しない旨のもの）

⑺ 責任者に指定する者は、安全運転管理者としての経歴を１年以上有することを証明する書面

⑻ 本県に事務所を有することを証明する書類（登記事項証明書又は賃貸借契約書の写し）

※ 登記事項証明書に事務所の所在地の記載がない場合は、賃貸借契約書の写しを添付すること。

⑼ 営業概要書

⑽ 納税証明書（法人事業税及び法人県民税）（直近１年間のもの）

⑾ 貸借対照表、損益計算書等の財務諸表（直近の決算報告書）

⑿ 設備一覧表（設備等を保有していることを証明する書面）



２ その他の者の場合

⑴ 個人事業者である場合は、次に掲げる書類

ア 個人事業者の経歴を記載した書面

イ 役員の氏名及び住所を記載した名簿

ウ 個人事業者及び役員等全員に係る次の書類

(ｱ) 住民票の写し（住基法第７条第５号に規定する戸籍（日本国籍以外の者は国

籍等）が記載されているものに限る。）

(ｲ) 診断書（アルコール中毒、薬物中毒でない旨のもの）

エ 委託業務従事者名簿（委託業務に従事する者の履歴書及び資格要件を証明する書面）

オ 誓約書（法第51条の８第３項第２号イからホに該当しない旨のもの）

カ 責任者に指定する者は、安全運転管理者としての経歴を１年以上有することを証明する書面

キ 本県に本店又は営業所を有することを証明する書類（登記事項証明書又は賃貸借契約書の写し）

※ 登記事項証明書に事務所の所在地の記載がない場合は、賃貸借契約書の写しを添付すること。

ク 営業概要書

ケ 納税証明書（所得税）

コ 確定申告書等の決算報告書

⑵ 法人である場合は、次に掲げる書類

ア 定款若しくは寄附行為又はこれに準ずる書類

イ 登記事項証明書

ウ １の⑶から⑺、⑼から⑿に掲げる書類

エ 本県に本店又は営業所を有することを証明する書類（登記事項証明書）


